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 経済産業省では、中小企業等が行う省エネ効果が高い設備への更新を支援することを
目的にH27年度補正予算で、既存の設備を対象設備に更新した事業者に対して、設備費
の１/３以内を補助する支援事業※を実施します。 
設備改修をご検討の皆様、この機会に踏み切りませんか？ 
※申請方式で採択された事業に補助金が支給されます。 

H27年度補正予算 中小企業等の省エネ・生産性革命投資促進事業（設備導入補助） 

1次公募：Ｈ28年3月22日（火） 
       ～H28年4月22日（金） 

※導入設備がトップランナー基準のある設備区分の場合、 
   基準値以上の設備が対象です。 
 対象製品は必ず弊社営業担当者にご確認ください。 

店舗・オフィス用エアコン ビル用マルチエアコン ガスヒートポンプエアコン 

◆対象製品（例） 

チリングユニット ターボ冷凍機 

業務用給湯器 

業務用給湯設備 
高効率空調設備 

1事業所当たりの補助金下限額 1億円以内 
1事業者当たりの補助金下限額 50万円以上 
（中小企業者様、個人事業主者様の場合、30万円以上） 

詳細は裏面をご覧ください。 

トップランナー基準対象機種 
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公募期間 3 

対象となる事業者 1 

補助対象機器 2 

補助率・予算額 4 

スケジュール 5 

   国内で事業活動を営んでいる法人及び個人事業主（青色申告者） 
 既築の事業所において、使用している設備を更新する事業であること（新築や新設は対象外） 
   ※ESCO事業やリース事業等、設備使用者と導入設備の所有者が異なる場合は共同申請となる。 

「別表1 補助対象設備区分と設備区分ごとに定める基準エネルギー消費効率一覧表」に該当する設備 
であり、下記の全ての要件を満たすこと（添付参照） 

①既設設備と導入する補助対象設備の使用用途が同じであること 
②導入する設備がトップランナー基準のある設備区分の場合、基準値以上の設備であること 
③エネルギー消費を抑制する目的と関係のない機能やオプション等を追加していない設備であること等  

1次公募：平成28年3月22日（火）～4月22日（金）１7時（必着） 
※1 2次公募については、1次採択発表後に開始予定 
※2 事業完了（支払完了）から30日以内または平成29年1月31日（火）【必着】のいずれか早い日までに完了報告 
      書類をすること 

補助率：1/3以内 ※設備費のみ補助対象 
1事業者あたりの補助金上限額 1億円以内 
1事業所あたりの補助金下限額 50万円以上（中小企業者及び個人事業主の場合、30万円以上） 
※中小企業とは、中小企業基本法第二条に準じる企業（http://law.e-gov.go.jp/htmldata/S38/S38HO154.html） 

 例えば製造業、建設業等を営む業種で資本金が３億円以下もしくは従業員数が３００人以下の企業 
 但し、「医療法人」「社会福祉法人」「学校法人」「宗教法人」「NPO法人」「地方公共団体」は中小企業者と 
 ならない。 

事業期間：交付決定日（6月上旬予定）～平成29年1月31日（金） 

○交付決定（事業開始）～事業完了 

公募期間：H28年3月22日（火）～4月22日（金）17時（必着） 

交付決定 

3月22日（火） 

 ○公募開始～交付決定 

申請書類の 
提出 

3者見積実施 
導入設備選定 

6月上旬予定 4月22日（火） 

Siiにて 
審査 

採択の場合 

公募締切 公募開始 

支払い 事業完了 

平成29年1月31日（火） 

事業開始 

交付決定日後 

○事業完了～補助金の支払い 

補助金の 
支払い 

平成29年3月31日迄 

実績報告書兼精算払請求書の 
作成・提出 

Siiにて 
確定検査 

※必要に応じて現地検査実施 

Siiより 
確定通知発行 

事業完了 

事業完了後30日以内または 
平成29年1月31日のいずれか早い方 

検収 工事 契約・発注 

Web上で 
必要事項入力 

中間報告 

○事業完了以降 

成果の報告 
省エネルギー量の 
成果報告の作成 

計測完了後90日以内 

（注）1ヶ月間のデータによる省エネ量の 
   実績値が計画値に対して未達の場合、 
   1年間のデータによる成果報告を行う 

事業完了 
以降 

1か月間のエネルギー使用量 
から12か月分の省エネ量を算出 

7月29日（金）迄 
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評価項目・審査基準 6 

問い合わせ先窓口及び提出先 9 
＜問合せ先＞  TEL：0570-783-755（IP電話 TEL：0452-303-1533）  
＜書類提出先＞ 〒115-8691 赤羽郵便局私書箱45号 
            一般社団法人 環境共創イニシアチブ（ＳＩＩ） 審査第一グループ 

公募要領・交付申請の手引きは ⇒ https://sii.or.jp/kakumeitoushi27r/shinsei/note.html 

その他・注意事項等 7 
・既設設備と導入する補助対象設備の使用用途が同じであること 

・原則、3社見積が必要。なお、特定メーカー又は機種を指定しての見積依頼・競争入札等を行わない 

 こと。（仕様指定により結果的にメーカーや機種が限定される場合を含む） 

・償却資産登録される設備（固定資産として登録される設備）であること 

・同一事業者は、最大3回まで申請可能。但し、同一事業者の同一事業所の申請は1回のみ 

・本補助金と「生産性向上設備投資促進税制」及び「グリーン投資減税」との併用不可 

・補助対象設備のエネルギー消費量の計測が必須 

・補助事業に係る資料（申請書類、SII発行文書等）は、補助事業完了から5年間いつでも閲覧できるように 

 保存すること 

 １．評価項目  

 ①政策的意義の高い事業であること（中小企業基本法第二条に準じた定義に該当する事業であること） 

 ②省エネルギー効果の大きい事業であること（申請単位の省エネ量、省エネ率） 

 ③費用対効果が高いこと 

 ２．採択方法 

  設備区分ごとに相対基準による評価を行い、全設備区分を統合した上で、上位者から採択を行う。 

  なお、複数の設備区分の申請の場合、申請された全設備区分の相対基準による評価の平均点を用いる。 

申請にあたりご準備いただくもの 8 

①会社概要 
会社名、業種、資本金、従業員数、役員情報等
の項目が記載されている資料 

＜必須＞ 

②商業登記簿謄本 

③建物の登記簿謄本 ④補助対象設備の新旧カタログ又は仕様書 

＜必要に応じて提出するもの＞ 

⑤設備設置承諾書 
例）ﾃﾅﾝﾄ営む事業者様が申請される場合 

⑥リース契約書（案）等 
 リース利用の場合 

⑦ESCO契約書（案）等 
 ESCO利用の場合 

⑧省エネ効果独自計算書 
 SIIのWeb上での計算によらない場合 

本資料は「公募要領」に基づき、作成しております。 
申請の際には必ず「公募要領」、「交付申請の手引き」をご確認下さい。 

https://sii.or.jp/kakumeitoushi27r/shinsei/note.html
https://sii.or.jp/kakumeitoushi27r/shinsei/note.html
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＜別表1 補助対象設備区分と設備区分毎に定める基準エネルギー消費効率一覧表＞ 

＜高効率空調＞ 

店舗・ｵﾌｨｽｴｱｺﾝ 
例）5☆ZEAS 

例） 
S-ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰ 
ｴｺ･ﾗｳﾝﾄﾞﾌﾛｰ 
ｼｮｰｶｾ 

上記以外 

ビル用マルチエアコン 
例）VRV X、VRV QX 

例）エグゼアⅡ 

（注）APF2006の値 
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＜高効率空調＞ 

＜業務用給湯器＞ 

例）JIZAI 

MEGA・Q、業務用EQ 


